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電力系統が受けた
大震災の影響とその対応

平成２３年８月３０日

一般社団法人電力系統利用協議会
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本資料の内容については、ESCJが直接受けた影響やその対応だけでなく

電気学会活動の趣旨をご理解いただいた一般電気事業者の送配電部門の
ご協力により、電力系統全般に関する内容が含まれている。



3©2011 著作権所有：電力系統利用協議会

東北地方太平洋沖地震
（３月１３日１８時３０分気象庁発表）

• 発生日時 ２０１１年３月１１日（金）１４時４６分

• 地震規模 M９．０ 震源深さ 約２４ｋｍ

• 震央位置 三陸沖（牡鹿半島の東南東、約130km付近）

• 各地の震度 震度７（宮城県栗原市）
震度６強（宮城県、福島県、茨城県、栃木県）

• 津波の状況 北海道から沖縄にかけての太平洋沿岸で高い津波を観測

到達時間（14時55分～15時14分）



4©2011 著作権所有：電力系統利用協議会

地震発生直後の影響（１）
• 震災で被災した主な発電所の

設備容量（発電量ではない）：約2500万ｋW
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異なることに注意

被災した地域

×震源



5©2011 著作権所有：電力系統利用協議会

地震発生直後の影響（２）

• 地震発生直後の需要減少

– 地震による流通設備事故が原因の供給支障
（いわゆる「停電」）

– 地震の影響による需要減少
（鉄道やエレベータの停止など）

東北・東京エリアで約1500万kW程度と推定
（その後の津波による停電などもあり、地震直後の正確な値は不明）

供給力＜＜需要
需給ギャップ 数100～1000万ｋＷレベル

周波数 大幅低下

東北･東京エリア
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地震発生直後の対応（１）

• 14時46分：地震発生時の東北･東京系統の周波数：
４９．９９Hz （需要：東北-約1300万kW,東京-約4100万kW)

北本：緊急時AFC動作
約20万kW

新信濃：１FC EPPS1段
20万kW

佐久間： FC EPPS2段
30万kW

瞬時調整契約（東京）
約8万kW(確認分)

北本（北海道本州連系設備）
60万kW

東京中部間連系設備
FC（周波数変換装置）
・新信濃 30万kW2台
・佐久間 30万kW1台
・東清水 7～10万kW1台

[設備概要（地震発生時）]

需給ギャップ数100～1000万ｋＷレベル→周波数 大幅低下

即応周波数維持対応

需給ギャップ解消せず→周波数低下継続
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地震発生直後の対応（２）

• 14時48分
４８．５Hz以下

→ 負荷遮断

• 運転継続発電機の出力増
14時51分頃 ５０Hzに復帰 （地震発生から約5分）

需給ギャップは改善されたものの・・・
地震の影響をうけた発電機の出力の低下
即応周波数維持対応の一部脱落

などで、周波数低下は一時的に継続

最終的な負荷遮断量は、東京エリアで約570万kW
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地震発生直後の対応（３）

（まとめ）

• 地震により、供給設備も被害を受け、停電が発生したが、

• 電源停止が需要減少を大幅に超過し、

• 瞬動予備力、EPPSなどの即応周波数維持対応が

設計どおりに動作したものの、

• 需給ギャップが膨大であり、負荷遮断を回避できな
かった。

• ただし、運転継続発電機の出力増対応により、約５分
で周波数は５０Hz付近に回復し、全系停電(ブラック

アウト）は回避できた。
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津波の被害も含めた大震災の影響（１）

• 供給支障（いわゆる停電）および需要減少
– 東北エリア 約790万kW

（地震前需要の約6割）

– 東京エリア 約1280万kW
（地震前需要の約１／３）

流通設備事故による供給支障 約320万kW
（再閉路、自動切替による復旧を除く）

地震の影響による需要減少 約390万kW
負荷遮断による供給支障 約570万kW

（参考）中部エリア 約80万kW
（ESCJでの観測値）
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【東北電力提供】

津波の被害も含めた大震災の影響（２）
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【東北電力提供】

津波の被害も含めた大震災の影響（３）
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【東北電力提供】

津波の被害も含めた大震災の影響（４）
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【東京電力提供】

津波の被害も含めた大震災の影響（５）
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【東京電力提供】

津波の被害も含めた大震災の影響（６）
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【東京電力提供】

津波の被害も含めた大震災の影響（７）
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【東京電力提供】

津波の被害も含めた大震災の影響（８）
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停電復旧対応（１）

• 地震そのものの影響も過去最大であったが、
その後襲った津波の被害により、供給力の復旧が大
幅に遅れ、計画停電に至った
（東北地方は、 ４月７日に大規模な余震も発生）

７日７時間２４分

３ヶ月６日２０時間１７分

３月１１日１４時４６分地震発生

３月１８日２２時１０分 東京エリア停電解消
（計画停電は除く）

６月１８日１１時 ３分 東北エリア
復旧作業に着手可能な地域の停電全て復旧
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停電復旧対応（２）

電源が広範囲に地震で停止

→ 流通設備に加え供給力確保が必要

津波による被害甚大→復旧に遅れ

需要密集地で、供給設備の被害が大き
かった

→ 供給力は確保されていたため、
比較的早期に供給支障減少

東日本大震災阪神･淡路大震災

（％）

（時間）

供給支障電力の推移

阪神・淡路大震災

東日本大震災（東京エリア）
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• 被害をうけた送配電設備の復旧に着手

• 供給力の確保に着手

– 津波の被害のなかった電源の復旧

– 他エリアからの応援
全国融通、連系設備のマージン使用

北海道から60万kW、中西エリアから連系線を通じて100万ｋＷ
50/60Hz両用機を活用した応援20万kW程度

→それでも不足し、休日明けから計画停電を実施

• ３月２９日以降は
気温の上昇による需要の減少と
津波の被害の少なかった電源の復旧により、
計画停電回避へ （原則不実施宣言は４月８日）

３月末までの対応（１）



20©2011 著作権所有：電力系統利用協議会

全国融通とは、

• 「系統運用者の最後の調整手段」
（電気事業分科会報告 平成１６年５月２１日）

供給力が不足する
一般電気事業者

の送電部門

Ｅ

Ｓ

Ｃ

Ｊ

申し出

検討依頼

検討結果

連系線の容量確認など

決定通知 決定通知

※需給相互応援融通（随時応援電力）の例

この他に全国融通には運転予備電力、広域相互協力融通
（軽負荷時の長期固定電源の発電出力抑制の回避）がある

３月末までの対応（２）

協力する
一般電気事業者

の送電部門
（複数）

＊自社調達
相対契約
スポット市場などの後

＊
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３月末までの対応（３）

マージンとは、

• 「系統の異常時対応として会社間の連系設備
を通じて他の系統運用者からの応援融通を
受電できるよう確保しておくべき量」

（電気事業分科会報告 平成１６年５月２１日）

Ａエリア Ｂエリア

運用容量
空容量

マージン

あらかじめマージンを確保する
ことにより、異常時に電気を受
給することが可能

計画潮流

常時の電力取引に利用することが
可能な容量
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３月末までの対応（４）
マージンの必要性の説明

例えば運用容量100万kWの連系線、

震災前に空容量０まで
計画潮流で利用しているとすると・・・

マージン
10万kWの場合

マージン
90万kWの場合

震
災
発
生

計画潮流90万kW

計画潮流10万kW

計画潮流90万kW

計画潮流10万kW

マージン10万kW

マージン90万kW

追加応援量10万kW

追加応援量90万kW



23©2011 著作権所有：電力系統利用協議会

３月末までの対応（５）

計画停電せざるを得なかった状況（東京エリア）
• 地震翌日は土曜日のため、需要水準は減少

→休日明けまでは、計画停電なしで対応
• ３月１４日（月）

– 想定最大需要： 約4100万kW
（３月１０日実績4700万kW－地震の影響600万kW）

– 供 給 力： 約3100万kW（全国融通最大約160万kW含む）

– 需給ギャップ最大約1000万kW
→計画停電による需給バランス維持必要

（約500万kW単位で分けた５グループ、５つのサブグループで構成。
３時間単位で6:20～22:00間を7つの時間帯に割り振り。）

送電部門が実施→全ての小売事業者を公平に扱う→給電指令を適用

→エリアの取引所取引市場の停止（5月末まで継続）



24©2011 著作権所有：電力系統利用協議会

木31月21
水30日20
火29土19

1時間帯月285時間帯金18
日277時間帯＊木17
土265時間帯水16

1時間帯金255時間帯火15
1時間帯木241時間帯月14
2時間帯水23日13
4時間帯火22土12
計画停電他社応援日計画停電他社応援日

全
国
融
通
東
京
受
電

全
国
融
通
東
京
受
電

全
国
融
通
東
北
受
電

東
京
受
電
相
対
契
約
へ
移
行

＊17日は一部グループ1日2回実施
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（まとめ）
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３月末までの対応（７）

【東京電力提供】
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4月以降の影響／対応（１）

（～5月）地震･津波被害による供給力減の継続
／東北・東京エリアへの応援融通

• FCなど連系設備の停止点検の繰延べ

• 東清水FCにおける緊急対策
– 10万kW → 13万5千kW

• 東清水FC運開（30万kW化）の前倒し
– 平成26年12月→平成24年度下期

• 北海道本州連系設備増強の提言を
前倒しで公表 （当初6月とりまとめの予定）

– （既設）60万kW→90万kW
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4月以降の影響／対応（２）

（～5月）計画停電により需給への関心の高まり
／マスコミなどに対する

電力系統を理解していただく取り組み

• 地域間連系線の容量
– 特に東京中部間連系設備（FC)の容量

– あらかじめ緊急時のため、マージンを確保しておく必要性

– 一方でマージンを必要以上には大きくすることも問題
→ 設備稼働率の極端な低下

• ６０Hzと５０Hz
– 周波数が違うから連系容量が小さいという単純なものではない

（周波数は壁というものではない）

– 周波数統一がもはや現実的でない理由
（エネルギーレビュー2011年7月号 東京大学横山教授の解説を参照願いたい）



28©2011 著作権所有：電力系統利用協議会

３０万ｋＷ

６０万ｋＷ ９０万ｋＷ

１００万ｋＷ １０３万５千ｋＷ

１２０万ｋＷ

１５０万ｋＷ

＋３０万ｋＷ

4月以降の影響／対応（３）

（参考）FC増強の経緯
３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京管内の需給逼迫に対して、電力融通を増
やせるよう、中部電力が以下の取り組みを表明。

① 本年５月より東清水ＦＣの変換能力を暫定的に10万から13万5千kWに増加

② 東清水ＦＣの運転開始を２年以上前倒しできるよう検討

① 当初予定

②

佐久間運開
（昭和４０年１０月）

新信濃１号運開
（昭和５２年１２月）

新信濃２号運開
（平成４年５月）

東清水一部運開
（平成１８年３月）

東清水運開
（平成２４年下期）

東清水変換能力向上
（平成２３年５月）

提言実現化
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4月以降の影響／対応（４）
（5月～）原子力発電所の停止継続
• 東京エリアへの応援量減少→エリア供給力確保
• 中・西日本エリア内の機動的な融通（相対契約）

• 6月：東北エリアで青森県～宮城県50万V系統運開
（福島県を経由して東京エリアまで50万V連系）

（7月～）夏期気温上昇にともなう需要増加

• 節電による需給バランスの維持
– 東北・東京は、法律に基づいた制限
– 「でんき予報」など、各地で使用量の見える化

（8月～）新たな不測の供給力減
• 東北：豪雨による水力の被害→全国融通受電（←東京）

東北エリアは６月１８日まで停電復旧継続
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東京エリアの供給力増加
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4月以降の影響／対応（５）

①定検短縮など

Ｇ

Ｗ

②比較的被害の小さかった
火力の復旧

③長期計画停止火力の起動
ＧＴなどの緊急設置
被災火力の復旧

3/11 4月 5月 6月 7月
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4月以降の影響／対応（６-1）

６，７月における昨年との需要比較 （9エリア合成）
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4月以降の影響／対応（６-2）

６，７月における昨年との需要比較 （東北エリア）
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4月以降の影響／対応（６-3）

６，７月における昨年との需要比較 （東京エリア）
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4月以降の影響／対応（６-4）

６，７月における昨年との需要比較 （関西エリア）
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今後の取り組み（１）

1. 連系線増強マスタープラン
（平成23年度地域間系統設備強化等調査）

① 供給信頼度の再評価

② 連系線必要量の算定等

③ 連系線増強にかかる費用及び建設期間の検証

④ ロードマップの作成

⑤ 海外における供給信頼度の確保に関する実態把握
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今後の取り組み（２）

2. 供給信頼度評価報告書勉強会
• ESCJでは、毎年供給計画値などを用いて、エリアの需給

（一般電気事業者＋PPSほか）計画を、連系効果も含めて、
適正予備率8～10%との比較により信頼度評価を実施して
きた。

• 大震災を踏まえ、平成24年度信頼度評価報告書の作成に
向けて、勉強会を立上げ、供給信頼度評価方法のあり方等
について調査・検討を進めている。

勉強会メンバー
座長：岩本教授（早稲田大学）

大橋准教授（東京大学）
大山教授（横浜国大）
泉水教授（神戸大学）
林 教授（早稲田大学）
松村教授（東京大学）
横山教授（東京大学）

スケジュール
6月29日第1回開催
9月21日第2回開催予定

・
・

平成24年4～5月

信頼度評価報告書に反映
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今後の取り組み（３）

3. 再生可能エネルギー導入対応

再生可能エネルギー特別措置法の成立
（全量固定買取）

• ESCJルールへ「自然変動電源の優先規定」の反映

 ルール改定案は、経産省の研究会・審議会などで了承済み
詳細は、http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004671/008_haifu.html

• 再生可能エネルギー電源の系統連系業務の理解促進
 （仮称）風力発電連系可能量確認WGの立上げ

 風力・太陽光関係のイベントへの参加・雑誌への投稿
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今後の取り組み（４）
ESCJのホームページ

「電力自由化」
に加え

「再生可能エネルギー
への取り組み」

供給信頼度評価報告書
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以上

ご清聴ありがとうございました

引き続き節電へのご協力よろしくお願いいたします
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（参考）全国系統の概念図および

平成２３年８月における運用容量
算定結果概要

※詳細はESCJホームページ「供給信頼度評価報告書」参照

中部中部

関西関西

北海道北海道

東京東京

北陸北陸

東北東北

中部北陸間連系設備
↑30万kW
↓30万kW 

北海道本州間連系設備
↑60万kW
↓60万kW

新信濃1・2号FC

関西四国間連系線
→140万kW
←140万kW

中国四国間連系線
↑120万kW
↓120万kW

東清水FC

九州九州
中国中国

四国四国 佐久間FC

沖縄沖縄

北陸関西間連系線
↑130万kW
↓160万kW 

中部関西間連系線
→250万kW
←120万kW

関西中国間連系線
→400万kW
←270万kW 

中国九州間連系線
→278万kW
←30万kW 

東京中部間連系設備
→97万ｋW
←97万kW 

東北東京間連系線
↑50万ｋW
↓240万kW 


